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決算審査で見えた大井川県政の歪み
～「豊かさ」とは何か？

これでは「豊かさ」を実現しているとは
思えません。「豊かさ」とは、所得が増え
るだけではなく、医療や福祉、それらを
支える教育の質が保証されてこそ、夢
や希望を持ち、地域での人々の暮らしが、
心の豊かさを含めた豊かな地域になる
のではないでしょうか？

知事が力を入れれば、達成できると
わかったのですから、本当の豊かさを実
現するために、バランスよく、教育や福祉、
医療にももっと力を注げば、結果が出る
はずです。

このように2023年度の決算では4つの
政策のバランスがとれておらず、その結
果、豊かさの実現も出来ていないと考え、
決算認定に反対しました。

評価指標の詳細はこちら →
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１ 質の高い雇用の創出

２ 新産業育成と
　中小企業等の成長
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　　～新観光創生～

５ 自然環境の保全・再生

2023年
2022年

新しい人財育成

2.7
2.0

3.3

4.0

2.0

11 次世代を担う「人財」

12 魅力ある教育環境

13 日本一、子どもを
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　   遊びを楽しむ茨城

15 自分らしく輝ける社会

2023年
2022年

新しい夢・希望

4.0
2.0

2.5

3.5

16 魅力発信No.1プロジェクト
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　  住み続けたくなるまち
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決算委員会資料
「県総合計画に掲げる政策・施策の
  進捗状況（2023年度分）について」 より

初めて決算特別委員会に参加。県政全般について説明を受けて質疑を
行い、大井川県政の全体像が見えてきました。県総合計画では４つのチャ
レンジを掲げ、20の政策を計95項目の指標で評価しています（右下図）。
ここから、企業誘致や観光に力を入れる一方、教育や福祉が遅れている
実態が明らかになりました。

4本柱の中で、「新しい豊かさ」は全て
の指標が満点に近く、特に、「質の高い
雇用の創出」「新産業育成と中小企業
等の成長」は満点です。大井川知事がこ
こに力を入れており、成果が出ているこ
とが分かります。

一方、「新しい安心安全」「新しい人財
育成」「新しい夢・希望」は、いびつな形
です。

特に「新しい人財育成」の中の「学び・
文化・スポーツ・遊びを楽しむ茨城」と
「魅力ある教育環境」は2022年度よりも
下がっています。

また、「新しい安心安全」の中の「安心
して暮らせる社会」「健康長寿日本一」
「県民の命を守る地域保健・医療・福
祉」も低い状況です。

気候危機対策、原発問題、香害、教員不足…など。
お気軽に傍聴にお越しください。

高速バスTMライナーが便利です。
つくばセンター11：30  ～  県庁バスターミナル12：30着

県議会で一般質問を行います！

3月7日（金）  14:20～（予定）
茨城県庁議会棟５階

webでもご覧に
なれます  ↓
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東海第二原発等の
近隣自治体には巨額の交付金が！うの：茨城県は道路延長が北海道に次ぐ全国

2位。今も新しい道路を作っているが、既存道
路の舗装が壊れたり除草が追い付いていない
箇所も多い。どんどん道路を作る一方で、県の
予算で適切に管理できる道路延長の規模は
どれくらいと考えているのか？道路の維持修繕
費は足りているのか？
道路維持課長：道路の修繕は定期的な点検
で状況を確認し、優先順位を付けて早急に対
策が必要なものから順に実施している。要望
が多く時間がかかることもあるが、修繕が必
要なところは言ってもらい、状況を見て優先を
つけてやっていく。時間がかかっても必ずやる
のでぜひ言っていただきたい。茨城県が特に
ひどいという認識はなく、通行できるような状
態にする維持管理を、適切な予算のもとにや
っている。

ということなので、修理が必要な箇
所を見つけたら、土木事務所また

は市民ネットへ連絡ください。

うの：「地産地消型の再生可能エネルギー導
入可能性調査を実施し、調査結果を市町村や
事業者に共有」とあるが、調査報告書では、
「設備の導入可能性について、施設管理者や
住民との協議などは行っていない」とある。こん
な調査で、実際の導入につな
がるのか？また調査委託費は
いくらか？  ※調査報告書はこちら→

環境政策課長：積極的に再生可能エネルギ
ーを導入していきたいという市町村から1つ選
定し、公共施設への設置や、地域の再エネ資
源の有効活用を行った場合の費用や課題を
調査している。昨年度は取手市で行った。調査
結果を今後の事業展開の参考にしてもらい、
県内の市町村を集めた説明会でも紹介してい
る。調査委託費は1895万円。
うの：結構な委託費をかけている。机上の空論
にならないよう、本当に実践につながるように
してほしい。

うの：ひとり親家庭へ家事援助を派遣する「ひ
とり親家庭日常生活支援事業」の実績は？事
業の周知状況、課題は？
青少年家庭課長：昨年度の実績はつくば市24
件、日立市17件、ひたちなか市15件、常陸太
田市14件、牛久市11件他、合計14市町村で
124件。使われている件数が少ない、登録して
いる生活支援員が市町村によってはゼロ人で、
複数人いても予定が要望に沿えない等のミス
マッチがあり、人をどう増やしていくかが課題。
市町村や母子寡婦福祉会と連携して周知に
取り組んでいきたい。

必要な人に事業が紹介されなかっ
たり、希望しても支援員がいない等

の理由で利用できないケースがあった。この事
業は利用者には費用がかからず、支援員には
公費で謝礼が支払われる。この仕組みを必要
な人や支援したい人に広く周知していきたい。

うの：茨城県視覚障害者協会が県に要望を出
しているが、内容と対応は？
障害福祉部長：視覚障害者が移動に必要な
場合に同行して支援を行う「同行援護」の事業
所が減少傾向で、事業所がない市町村もある
ので、県内どこでも一律にサービスが利用でき
るようにしてほしいとの要望が出ている。
うの：視覚障害者の同行援護は非常にニーズ
があるが事業所が少ないとの声をつくば市で
も聞いている。同行援護従事者の養成につい
て、茨城県のHPには研修日程が掲載されてい
ない。千葉県ではHPに出ている。研修につい
て県の役割と昨年の実績は？
障害福祉課長：同行援
護従事者の研修は、民
間の事業者が研修事
業者となるが、県が指
定している。昨年度の実
績は、5つの法人を指定
し、参加者延べ115名。
研修の日程については
実施事業所がHPや新
聞折込、タウンニュース
などで広報している。
うの：県のHPにも研修日程を掲載するよう改
善を。

【うののぶこ  2023年度決算質疑ダイジェスト】
道路の維持管理費は足りているか？

地球温暖化対策－再生可能エネ
ルギー導入可能性調査の効果は？

ひとり親家庭への支援事業は
必要な人に届いているか？

視覚障害者の同行支援
　　　－できる人を増やして！
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A 電源立地地域
対策交付金

B 原子力立
地給付金
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－ 

31,744

15,942

15,135

国より直接 523,886
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 －
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C 原子力地
域振興事業
費補助金

　

（単位：千円）電源立地対策の市町村別決算額
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Ａ電源立地地域対策交付金
電源三法交付金が財源。発電施設の設置及び運
転にかかる住民理解促進を目的とし、都道府県・
市町村へ交付される。公共用施設の整備、住民福
祉の向上の事業に充てる。

Ｂ原子力立地給付金
電源三法交付金が財源。原子力発電施設等の設
置および運転の円滑化に資するため、周辺地域
の住民・企業等に給付。

Ｃ原子力地域振興事業費補助金
県が事業者から徴収する核燃料等取扱税を財源
とし、対象市町村の人口や面積、事業所の施設数、
財政力指数等に応じて県から交付される。原子力
災害時、住民の一時避難所となる公共用施設の
維持・管理運営費や、避難用道路の整備に充てる。

うの：原発周辺の市町村に電源立地対策とし
て約63億円を支出している。自治体別の内訳
は？（答弁は下表）

これらの財源は国や県が電力事業
者から徴収しているが、元は各家

庭の電気料金だ。報告書では「交付対象地域
の拡充や給付額の増額を求めていく」とあった
が、給付金頼みの自治体運営は、再稼働の是
非の判断に影響を及ぼす恐れがあり、これ以
上拡大すべきではない。また、原子力地域振
興事業費補助金は「地域振興」という名前だ
が、目的は原子力災害時の安全対策であり、
「安全対策費」とはっきり言うべきだ。


